
高知県経営革新計画実施要領

（趣旨）

第１条 「経営革新計画」の申請受理、承認に関する業務等について、中小企業等経営

強化法（平成11年法律第18号。以下「法」という。）、同法施行令（平成11年政令第201

号。）及び同法施行規則（通商産業省令第74号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、この要領に定めるところによる。

（「経営革新計画」の申請手続）

第２条 法第１４条の規定に基づき「経営革新計画」（以下「計画」という。）の承認を受

けようとする特定事業者は、規則に定められた様式第13により知事に申請するものとす

る。

（１）申請には、次の資料を添付しなければならない。

ア 特定事業者等の定款

イ 特定事業者の最近３期間の営業報告書又は事業報告書、貸借対照表、損益計算書

（これらの書類が無い場合にあっては、最近１年間の財務内容を含む事業内容の概

要を記載した資料）

ウ 様式第15による事前調査表

エ 様式第13、上記ア、イ及びウの写し

（２）複数の特定事業者、組合等が共同で申請する場合は、参加している全ての個別特定

事業者について、上記（１）の資料を添付するものとする。

（３）上記の申請は、経営革新計画電子申請システムで行うことができるものとする。こ

の場合において、上記（１）エの添付は不要とする。

（計画の要件等）

第３条 知事は、提出された前条の申請書の計画が次に掲げる要件等に適合していると認

められる場合は、当該申請書等の内容について、第５条に規定する審査会の審査にかけ

るものとする。

（１）計画の内容

「経営革新計画」として承認の対象となる計画は、新たな取組みによって企業の事

業活動の向上に資するものをいい、概ね以下の5種類に分類される。

①新商品の開発又は生産

②新役務の開発又は提供

③商品の新たな生産又は販売の方式の導入

④役務の新たな提供の方式の導入その他の新たな事業活動

⑤技術に関する研究開発及びその成果の利用その他の新たな事業活動

（２）経営目標の設定

経営目標の指標については、次に掲げるア及びイとする。

ア 計画期間は３年間ないし８年間とし、事業期間（計画期間のうち研究開発を除く

新事業活動を実施する期間をいう。）は、３年間ないし５年間で「付加価値額」又

は「一人当たりの付加価値額」について、事業期間が５年間の計画の場合、計画期

間が終了するまでの伸び率は15％以上とする。事業期間が３年間の場合は９％以上、



４年間の場合は12％以上とする。

なお、計画期間が終了した時点での「付加価値額」又は「一人当たりの付加価値

額」の値は正となることとする。

注）「付加価値額」とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計とする。

イ 「給与支給総額」について、事業期間が５年間の計画の場合、計画期間が終了す

るまでの伸び率は7.5％以上とする。なお、計画期間が３年間の場合は4.5％以上、

４年間の場合は６％以上とする。

注）「給与支給総額」とは、役員並びに従業員に支払う給料、賃金及び賞与のほか、

給与所得とされる手当（残業手当、休日出勤手当、家族（扶養）手当、住宅手当

等）を含み、給与所得とされない手当（退職手当等）及び福利厚生費は含まない

ものとする。

（審査会の設置）

第４条 県は、計画の承認を受けようとする特定事業者から提出された申請書等の内容を

審査するために、「高知県経営革新計画審査会」（以下「審査会」という。）を設置する

ものとする。

（１）審査会による審査は、別に定める「高知県経営革新計画審査要領」により行うもの

とする。

（２）知事は、前号の規定による審査内容について、審査会から報告を受けるものとする。

（承認手続）

第５条 知事は、審査会からの報告を受け計画の承認を行うものとし、承認企業及び関係

各機関へ通知するものとする。

なお、申請書受付から承認又は不承認までの標準処理期間は60日以内とする。ただし、

申請書類において資料の不備等により修正に不測の日数を要するものや、審査会におい

て保留となったものを除く。

（経営革新計画の変更に係る申請手続）

第６条 計画の変更申請は、規則により定められた様式第14により行うものとする。この

場合においてその手続は、第３条の申請手続を準用するものとする。

２ 知事は、提出された変更申請書の計画の内容が第４条の要件等に適合しているか否か

についての審査は、第５条、第６条の手続きを準用し、行うものとする。

３ 計画の変更をする場合であっても、同一年度内における実施時期の変更、設備全体の

能力に影響を及ばさないような機種又は台数の変更、単価の増減等、承認された計画の

趣旨を変えないような軽微な変更は、計画変更手続きを要しないものとする。

（調査及び報告書の提出）

第７条 知事は、計画を承認した企業に対し、法第71条第2項に係る「経営革新計画フォ

ローアップ調査」を行い経済産業省に報告する。また知事は、経営革新計画の計画終了

までの間、必要に応じて、計画を承認した企業から経営革新計画の実施に係る報告書を

求めることができる。



（承認の取消し）

第８条 知事は、計画を承認した企業において計画に沿った事業が行われていない等、計

画の達成が困難と認めるときは審査会に意見を求め、審査会が同様の判断である場合は、

承認を取り消すことができるものとする。

（人的支援）

第９条 計画を承認した企業の計画目標達成のため、高知県産業振興センターなどの関係

機関と連携し、支援を行う。

（企業化状況報告）

第１０条 知事は、高知県経営革新等支援事業費補助金を受けた特定事業者等から、補助

事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、毎会計年度終了後、企業化状況報

告を受け、経済産業省へ提出するものとする。

（経過措置）

第１１条 改正に伴う経過措置については、次に掲げるア、イ及びウとする。

ア 経営革新計画の承認の申請については、この要領による改正後の規定にかかわらず、

令和3年9月30日までの間は、なお従前の例によることができる。
イ この要領の施行の際現に承認を受けている経営革新計画及び前項の規定により申請

して承認を受けている経営革新計画の変更に係る承認の申請については、この要領

による改正後の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。

ウ 中小企業等経営強化法第二条第一項に規定する中小企業者(改正後の中小企業等経

営強化法第二項第五項に規定する特定事業者に該当する者を除く。)については、

令和5年3月31日までの間は、特定事業者とみなして、経営革新計画を申請すること

ができる。

附則

この要領は、平成21年4月１日から施行する。
附則

この要領は、平成26年６月24日から施行する。
附則

この要領は、平成28年7月12日から施行する。
附則

この要領は、令和２年 1 月 30 日から施行する。
附則

この要領は、令和２年 10月１日から施行する。
附則

この要領は、令和 3 年 8 月 2 日から施行する。
附則

この要領は、令和７年３月18日から施行する。


